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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。 

    ２．売上高には、消費税等は含んでおりません。  

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記

載しておりません。 

  

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、

重要な変更はありません。なお、平成24年７月にピーティー パイオラックス インドネシアが、新たに提出会社の

関係会社となり、平成24年11月に武漢百楽仕汽車精密配件有限公司が、新たに提出会社の関係会社となりました。

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第96期 

第３四半期連結
累計期間 

第97期 
第３四半期連結

累計期間 
第96期 

会計期間 

自平成23年 
４月１日 

至平成23年 
12月31日 

自平成24年 
４月１日 

至平成24年 
12月31日 

自平成23年 
４月１日 

至平成24年 
３月31日 

売上高（百万円）  34,439  37,268  46,500

経常利益（百万円）  3,984  4,966  5,182

四半期（当期）純利益（百万円）  2,627  3,259  3,404

四半期包括利益又は包括利益 

（百万円） 
 1,877  3,344  2,993

純資産額（百万円）  47,939  52,000  49,079

総資産額（百万円）  56,196  61,197  58,151

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 209.25  262.06  271.61

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 -  -  -

自己資本比率（％）  84.78  84.20  83.71

回次 
第96期 

第３四半期連結
会計期間 

第97期 
第３四半期連結

会計期間 

会計期間 

自平成23年 
10月１日 

至平成23年 
12月31日 

自平成24年 
10月１日 

至平成24年 
12月31日 

１株当たり四半期純利益金額

（円） 
 99.70  78.83

２【事業の内容】
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 当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記
載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 
  

  当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。 
  

（１）業績の状況 

当第３四半期連結累計期間のわが国経済は、震災の復興需要等を背景に緩やかに景気改善の兆しが見られた

ものの、円高の長期化や領土問題に端を発する政治・経済の影響等、景気は依然として不透明な状況が続いてお

ります。しかし12月の衆議院選挙での政権交代、為替レートが円安方向に向かい始めたことにより、不透明なが

らも景気回復に向けた期待が高まっております。 

当社グループの主要なお取引先である自動車業界につきましては、昨年の震災による減産からの生産回復が

継続し、国内ではエコカー補助金効果、海外では新興国での拡販活動や北米の自動車需要回復等の影響により、

国内生産台数は7,168千台と前年同期比10.4％の増加となりました。 

このような需要環境のもと当社グループといたしましては、お取引先からのニーズを確実に捕捉し、新興国

を中心とした拡販活動を継続的に推進した結果、連結売上高は372億６千８百万円と、前期比28億２千８百万円

（ ％）の増収となりました。 

一方利益面におきましては、増収効果に加えより一層の合理化を推進いたしました結果、連結営業利益は44

億７千９百万円（前期比 ％増）、連結経常利益は49億６千６百万円（前期比 ％増）、連結四半期純利益

は32億５千９百万円（前期比 ％増）となりました。 
  

セグメントの業績は、次のとおりであります。 
  

（自動車関連等） 

  新興国を中心としたグローバル拡販を積極的に推進した結果、売上高は350億９千３百万円（前期比 ％増）

となりました。一方利益面においては、増収効果に加え収益改善活動を推進したことにより、営業利益は49億３

千５百万円（前期比 ％増）となりました。  
  

（医療機器） 

  新規顧客への拡販等積極的な営業活動を推進いたしましたが、保険償還価格見直しによる影響と将来に向けた

営業・開発体制強化を進めた結果、売上高は21億７千５百万円（前期比 ％増）となり、営業利益は３千７百

万円（前期比 ％減）となりました。 

  

（２）事業上及び財務上の対処すべき課題 
 当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 
 なお、当社は財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等
（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。 
  

  ①基本方針の内容 
 当社は、上場会社として当社の株式の自由な取引が認められている以上、株式の大規模買付提案またはこれ
に類似する行為があった場合においても、提案に応じるか否かの判断については、最終的には当社株式を保有
する株主の皆様の判断に委ねられるべきものであり、これらを一概に否定すべきではないと考えております。
しかしながら、株式市場においては、対象会社の取締役会の賛同を得ずに、一方的に株式の大規模買付提案ま
たはこれに類似する行為が強行されることもあります。当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配す
る者が、経営の基本理念、企業価値の様々な源泉、当社を支える利害関係者(ステークホルダー)との信頼関係
を十分に理解し、当社の企業価値および株主共同の利益を中長期的に確保・向上させる意向を有する者である
ことが、株主共同の利益に資すると考えております。従いまして、当社は、企業価値および株主共同の利益を
毀損するおそれのある不適切な株式の大規模買付提案またはこれに類似する行為を行う者は、当社の財務およ
び事業の方針の決定を支配する者として適切ではないと考えております。 

  
  ②基本方針の実現に資する取組み 

  当社は、投資家の皆様が当社の株式に中長期的に投資して頂くため、当社の企業価値および株主共同の利益
を向上させる目的で、「経営の基本方針」、「中長期的な経営戦略」および「コーポレート・ガバナンスの取
組み」の施策、を実行しております。当社は、これらの施策を通して企業価値および株主共同の利益を向上さ
せ、ひいては当社の株式の価値に適正に反映されていくことが株主からの負託に応える経営の基本課題である
と認識しております。 

    当社における会社の支配に関する基本方針は、上記の目的を達成するために、短期的利益だけを求めるよう
な濫用的買収等の対象とされにくい株式会社を構築することを目指すものであります。 

  

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

8.2

24.8 24.6

24.0

8.7

27.4

1.3

76.2
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  ③基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止するため
の取組み 
 「当社株式の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）」（以下「本対応策」といいます。）は、当社
株式の大規模買付行為（注）が行われる場合に、株主の皆様が適切な判断をするために必要かつ十分な情報と
時間を確保するとともに、大規模買付行為を行う者（以下「大規模買付者」といいます。）との交渉の機会を
確保すること等を通じて、当社の企業価値および株主共同の利益を確保・向上させることを目的としていま
す。大規模買付者は、当社取締役会が大規模買付行為につき評価・意見・代替案の提示のために必要な一定の
評価期間の経過後、もしくは対抗措置発動に関する株主総会決議後に大規模買付行為を開始するというもので
す。本対応策は、平成24年６月27日開催の定時株主総会において継続の承認を得ております。 

    （注）特定株主グループの議決権割合を20％以上とする当社株券等の買付行為、または結果として特定株主
グループの議決権割合が20％以上となる当社株券等の買付行為（市場取引、公開買付け等の具体的な買付方法
の如何を問いませんが、いずれについてもあらかじめ当社取締役会が同意したものを除きます。） 

    本対応策の概要は以下の通りです。 
     イ．特別委員会の設置 

 当社は、本対応策の具体的運用が適正に行われること、ならびに当社の企業価値および株主共同の利益の
確保・向上のために適切と考える方策をとる場合におけるその判断の客観性、公正さおよび合理性を担保す
るために、当社取締役会から独立した第三者機関として特別委員会を設置しております。 

  
     ロ．大規模買付者への情報提供要求 

 大規模買付行為を開始または実行しようとする大規模買付者は、事前に当社取締役会に対し、本対応策に
従う旨の「買付意向表明書」をご提出いただきます。当該買付意向表明書には、大規模買付者の名称、住
所、設立準拠法、代表者の氏名、国内連絡先、本対応策に定める手続きを遵守する旨および提案する大規模
買付行為の概要を明示していただきます。当社取締役会は、買付意向表明書を受領した日から10営業日以内
に、当社取締役会に対して当初提供して頂く必要情報（以下「本必要情報」といいます。）を大規模買付者
に交付します。 

  
     ハ．取締役会による評価期間の設定 

 当社取締役会は、大規模買付者が本必要情報の提供を完了した後、大規模買付行為の評価の難易度に応じ
て、①対価を現金（円貨）のみとする公開買付けによる当社の全株式を対象とする公開買付けの場合には60
日間、または、②上記①以外の大規模買付行為の場合には90日間を、当社取締役会による評価・意見・代替
案の作成のための期間および対抗措置発動の適否の判断をする期間（以下「取締役会評価期間」といいま
す。）として設定します。大規模買付者は、取締役会評価期間が終了するまで、または後記「ｃ．株主総会
における決議」に記載された株主総会で対抗措置発動に係る議案が決議されるまでの間、大規模買付行為を
開始することはできないものとします。 

  
     ニ．大規模買付行為がなされた場合の対応方針  

a．大規模買付者が本対応策に定める手続きを遵守しない場合 
 大規模買付者が本対応策に定める手続きを遵守しない場合には、具体的な買付方法の如何にかかわら
ず、当社取締役会は、当社の企業価値および株主共同の利益を保護ないし確保することを目的として、
新株予約権の無償割当て、会社法その他の法律および当社定款が認める対抗措置をとり、当該大規模買
付行為に対抗する場合があります。 

  
b．大規模買付者が本対応策に定める手続きを遵守した場合 

 大規模買付者が本対応策に定める手続きを遵守した場合には、当社は原則として当該大規模買付行為
に対する対抗措置はとりません。この場合には、大規模買付者の買付提案に応じるか否かは、当社株主
の皆様において、当該買付提案および当社が提示する当該買付提案に対する評価・意見・代替案をご考
慮の上、ご判断いただくことになります。ただし、本対応策に定める手続きが遵守されている場合であ
っても、当該大規模買付行為が当社の企業価値および株主共同の利益を著しく毀損すると判断される場
合には、外部専門家等の意見も参考にし、特別委員会の勧告を最大限尊重した上で、当社取締役会は企
業価値および株主共同の利益の保護ないし確保を目的として対抗措置をとることがあります。 

  
c．株主総会における決議 
   当社取締役会は、特別委員会が対抗措置の発動につき株主総会の決議を経ることが相当であると判断

し、特別委員会から具体的対抗措置の発動に係る株主総会の招集を勧告された場合には、速やかに株主
総会を招集し、具体的対抗措置の発動に関する議案を付議するものといたします。 
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     ホ．本対応策の有効期間、廃止および変更 
 本対応策の有効期間は平成26年６月開催予定の当社定時株主総会終結の時までとしております。ただし、
本対応策はかかる有効期間の満了前であっても、当社の株主総会または取締役会において本対応策を廃止す
る旨の決議が行われた場合には、本対応策は当該決議に従い、その時点で廃止されるものといたします。 

  
  ④上記③の取組みについての取締役会の判断および判断に係る理由 

 当社取締役会は、以下の理由から、本対応策が「会社の支配に関する基本方針について」に沿い、当社の企
業価値および株主共同の利益の確保・向上につながり、かつ、当社経営陣の地位の維持を目的とするものでは
ないと判断しております。 
イ．本対応策は、経済産業省および法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保
又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則を充足しています。また、経済産業省に設置さ
れた企業価値研究会が平成20年６月30日に発表した「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」
の内容も踏まえたものとなっております。 

  
ロ．本対応策は、当社株式に対する大規模買付行為がなされた際に、当該大規模買付行為に応じるか否かを株
主の皆様が適切に判断し、あるいは当社取締役会が評価・意見・代替案を提示するために必要かつ十分な情
報や時間の確保を求め、株主の皆様のために大規模買付者と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当
社の企業価値および株主共同の利益を確保・向上させるという目的をもったものです。 

  
ハ．本対応策は、有効期間を約２年間とするいわゆるサンセット条項が付されており、かつ有効期間の満了前
であっても、当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会において本対応策を廃止する旨の決
議が行われた場合には、本対応策は当該決議に従い、その時点で廃止されるものといたします。さらに、対
抗措置の発動に関し、株主総会が開催された場合、当社取締役会は当該株主総会の決議に従うものとされて
おります。そのため、本対応策は、株主の合理的な意思が反映される仕組みとなっています。 

  
ニ．当社は、本対応策における対抗措置の発動、または修正・変更等の運用に際して、対抗措置発動等を含む
実質的な判断を客観的に行う諮問機関として特別委員会を設置しております。そのため、本対応策の運用に
際しては、当社取締役会による恣意的な判断が排除され、その判断の客観性、公正さおよび合理性が担保さ
れる仕組みとなっており、特別委員会は、当社経営陣からの独立性が高い委員により構成されております。
さらに、特別委員会は、その職務の執行にあたり、当社の費用負担において当社取締役会から独立した第三
者的立場にある専門家（ファイナンシャル・アドバイザー、弁護士、公認会計士等）の助言を得ることがで
きます。 

  
ホ．本対応策は、前記「③ニ．大規模買付行為がなされた場合の対応方針」にて記載したとおり、あらかじめ
定められた合理的な客観的発動要件が充足されなければ対抗措置が発動されないように設定されており、当
社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しております。 

  
ヘ．本対応策は、当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会により、廃止することができるも
のとして設計されております。したがって、本対応策はデッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過
半数を交替させても、なお発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。また、当社は取締役の期差任
期制を採用していないため、本対応策は、スローハンド型買収防衛策（取締役の交替を一度に行うことがで
きないため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でもありません。 

  
 （３）研究開発活動  

 当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発費は、５億１千１百万円であります。 
 なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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①【株式の総数】 

  

   ②【発行済株式】 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。  

  

該当事項はありません。 

  

  

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  45,790,000

計  45,790,000

種類 
第３四半期会計期間末 
現在発行数（株） 
（平成24年12月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成25年２月14日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式   13,084,700  13,084,700
東京証券取引所 

（市場第一部） 

単元株式数は 

100株であります。

計  13,084,700  13,084,700 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総数 
増減数（株） 

発行済株式総数
残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増減額 
（百万円） 

資本準備金残高 
（百万円） 

平成24年10月１日 
～ 

平成24年12月31日 
 ―  13,084,700  ―  2,960  ―  2,571
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 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成24年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。  

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

  

 該当事項はありません。 

（６）【大株主の状況】

（７）【議決権の状況】

  平成24年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    242,900 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  12,838,900  128,389 － 

単元未満株式 普通株式     2,900 － － 

発行済株式総数        13,084,700 － － 

総株主の議決権 －  128,389 － 

  平成24年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称 

所有者の住所 
自己名義所有 
株式数（株） 

他人名義所有 
株式数（株） 

所有株式数の 
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社 
パイオラックス 

横浜市保土ヶ谷区 
岩井町51番地 

 242,900 －  242,900  1.86

計 －  242,900 －  242,900  1.86

２【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。  

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成24年10月１日から平

成24年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成24年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 11,913 13,060

受取手形及び売掛金 ※1  11,879 ※1  11,761

有価証券 187 187

商品及び製品 2,710 3,090

仕掛品 1,277 1,305

原材料及び貯蔵品 1,087 1,199

その他 1,736 1,839

貸倒引当金 △32 △40

流動資産合計 30,760 32,402

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 4,042 4,078

機械装置及び運搬具（純額） 4,369 5,083

工具、器具及び備品（純額） 1,325 1,371

土地 4,699 4,703

リース資産（純額） 26 44

建設仮勘定 985 1,067

有形固定資産合計 15,448 16,348

無形固定資産   

のれん － ※2  0

その他 397 506

無形固定資産合計 397 506

投資その他の資産   

投資有価証券 10,480 10,844

その他 1,065 1,096

貸倒引当金 △0 △0

投資その他の資産合計 11,545 11,940

固定資産合計 27,391 28,795

資産合計 58,151 61,197
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成24年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 2,567 2,420

短期借入金 353 530

未払法人税等 731 739

引当金 718 362

その他 2,576 2,885

流動負債合計 6,947 6,938

固定負債   

引当金 71 95

資産除去債務 18 18

負ののれん ※2  0 －

その他 2,034 2,144

固定負債合計 2,124 2,258

負債合計 9,072 9,197

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,960 2,960

資本剰余金 2,696 2,696

利益剰余金 46,004 48,828

自己株式 △710 △710

株主資本合計 50,951 53,775

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 608 573

為替換算調整勘定 △2,883 △2,820

その他の包括利益累計額合計 △2,274 △2,246

少数株主持分 402 471

純資産合計 49,079 52,000

負債純資産合計 58,151 61,197
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

売上高 34,439 37,268

売上原価 25,841 27,386

売上総利益 8,598 9,882

販売費及び一般管理費 5,008 5,402

営業利益 3,590 4,479

営業外収益   

受取利息 16 18

受取配当金 21 25

持分法による投資利益 316 445

その他 113 96

営業外収益合計 467 585

営業外費用   

支払利息 10 18

デリバティブ評価損 － 33

固定資産廃棄損 8 10

為替差損 29 22

その他 24 14

営業外費用合計 73 99

経常利益 3,984 4,966

特別損失   

災害損失引当金繰入額 11 －

災害による損失 0 －

特別損失合計 11 －

税金等調整前四半期純利益 3,973 4,966

法人税等 1,312 1,661

少数株主損益調整前四半期純利益 2,660 3,304

少数株主利益 32 45

四半期純利益 2,627 3,259
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 2,660 3,304

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △48 △47

為替換算調整勘定 △587 66

持分法適用会社に対する持分相当額 △146 20

その他の包括利益合計 △782 39

四半期包括利益 1,877 3,344

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,865 3,287

少数株主に係る四半期包括利益 11 56
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（連結の範囲の重要な変更）  

 当第３四半期連結会計期間において、ピーティー パイオラックス インドネシアは新たに設立したため、連結

の範囲に含めております。 

  

  

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更） 

 当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に 

取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。 

 これにより、従来の方法に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純

利益はそれぞれ14百万円増加しております。 

  
  

（税金費用の計算） 

 税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

 ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税

率を使用する方法によっております。 

     

  

※１ 当第３四半期連結会計期間末日満期手形 

 当第３四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。な

お、当第３四半期連結会計期間の末日は金融機関の休日であったため、次の当第３四半期連結会計期間末日満期手

形が当第３四半期連結会計期間末残高に含まれております。 

   

※２ 固定負債である負ののれんと相殺した差額を記載しております。 

相殺前の金額は次のとおりです。 

   

  

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額、

負ののれんの償却額は、次のとおりであります。 

    

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

【会計方針の変更】

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成24年３月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（平成24年12月31日） 

 受取手形  百万円145    百万円121

前連結会計年度 
（平成24年３月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（平成24年12月31日） 

 のれん 

 負ののれん 

 百万円

 百万円

4

5

  

  

 百万円

 百万円

3

3

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  
前第３四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
 至 平成23年12月31日）  

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日）  

 減価償却費 

 のれんの償却額 

 負ののれんの償却額 

  

  

  

百万円

百万円

 百万円

2,315

10

△36

  

  

  

 百万円

 百万円

 百万円

2,014

1

2
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Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自平成23年４月１日 至 平成23年12月31日） 

 配当金支払額 

  

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自平成24年４月１日 至 平成24年12月31日） 

 配当金支払額 

  

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自平成23年４月１日 至平成23年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

                          （単位:百万円） 

  

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）  

             （単位:百万円） 

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。  

  

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報  

重要な該当事項はありません。  

  

（株主資本等関係）

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 195 15.00 平成23年３月31日 平成23年６月29日 利益剰余金 

平成23年11月８日 

取締役会 
普通株式 193 15.00 平成23年９月30日 平成23年12月12日 利益剰余金 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成24年６月27日 

定時株主総会 
普通株式 224 17.50 平成24年３月31日 平成24年６月28日 利益剰余金 

平成24年10月22日 

取締役会 
普通株式 224 17.50 平成24年９月30日 平成24年12月３日 利益剰余金 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

  自動車関連等 医療機器 合計  

売上高           

 外部顧客に対する売上高   32,293  2,146  34,439

 セグメント間の内部売上高 

 又は振替高  
- - - 

計   32,293  2,146  34,439

セグメント利益   3,874  156  4,030

利益  金額  

報告セグメント計   4,030

 全社費用（注）   △475

 セグメント間取引消去   36

 その他の調整額   △0

連結損益計算書の営業利益   3,590
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Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自平成24年４月１日 至平成24年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

                          （単位:百万円） 

  

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）  

             （単位:百万円） 

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。  

  

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報  

重要な該当事項はありません。  

  

４．報告セグメントの変更等に関する事項 

 （会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更） 

 当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日

以後に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。 

 この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当第３四半期連結累計期間のセグメント利益が、そ

れぞれ「自動車関連等」で13百万円、「医療機器」で０百万円増加しております。  

  

    重要な該当事項はありません。 

   

  自動車関連等 医療機器 合計  

売上高           

 外部顧客に対する売上高   35,093  2,175  37,268

 セグメント間の内部売上高 

 又は振替高  
 -  -  - 

計     35,093    2,175  37,268

セグメント利益   4,935  37  4,972

利益  金額  

報告セグメント計   4,972

 全社費用（注）   △520

 セグメント間取引消去   37

 その他の調整額   △9

連結損益計算書の営業利益   4,479

（企業結合等関係）
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１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。   

（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

  該当事項はありません。 

  

 平成24年10月22日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

 （イ）配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・・224百万円 

 （ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・17円50銭 

 （ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・平成24年12月３日 

（注）平成24年９月30日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行いました。  

  

  

（１株当たり情報）

  

前第３四半期連結累計期間  

（自 平成23年４月１日  

  至 平成23年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間  

（自 平成24年４月１日  

  至 平成24年12月31日） 

 １株当たり四半期純利益金額 円 209.25 円 262.06

（算定上の基礎）      

四半期純利益（百万円）   2,627  3,259

普通株主に帰属しない金額（百万円）   －  －

普通株式に係る四半期純利益（百万円）  2,627  3,259

期中平均株式数（千株）   12,558  12,438

（重要な後発事象）

２【その他】
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該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社パイオ

ラックスの平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成24年10月１日か

ら平成24年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任  

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社パイオラックス及び連結子会社の平成24年12月31日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。  

                                                  以 上 

  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成25年２月14日

株式会社パイオラックス 

取 締 役 会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 松本 正一郎  印 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 谷口 公 一  印 

 

  

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保

管しております。 

   ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。  
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【提出日】 平成25年２月14日 
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【英訳名】 PIOLAX,INC. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 島津 幸彦 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 横浜市保土ヶ谷区岩井町51番地 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 
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 当社代表取締役社長島津幸彦は、当社の第97期第３四半期（自平成24年10月１日 至平成24年12月31日）の四半期

報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。 

  

 特記すべき事項はありません。 

  

１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２【特記事項】
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